
教育予算の拡充等に関する意見書  

 

義務教育費国庫負担制度は、義務教育無償の原則にのっとり教育の機会均等と

教育水準の維持向上を図ることを目的とし、我が国の義務教育の円滑な推進を支

えてきた根幹的制度である。  

しかしながら、国においては、義務教育費国庫負担制度について、平成１８年

４月から国庫負担の割合を３分の１に引き下げる改正が行われたところである。  

平成２９年度には県費負担教職員給与負担事務が指定都市へ移譲されるとと

もに、公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律等の一

部改正があったところであるが、社会に開かれた教育課程の実現、いじめや不登

校等の学校教育上の課題等に適切に対応するためには、教職員定数のさらなる改

善が不可欠であるとともに、国による適切な地方財政措置が必須となる。  

教育が未来への先行投資であることを考えると、教職員の人材確保や学校施設

の整備など教育環境を等しく整えていくためには、教育予算を充実していくこと

が極めて重要である。  

よって、政府におかれては、個に応じたきめ細かな指導の実現を可能とする大

幅な定数改善を実施すること、義務教育費国庫負担制度の精神を尊重し、教育の

充実に向けて国の予算を拡充していくことを強く要望する。  

ここに横浜市会は、全会一致をもって、地方自治法第９９条の規定により意見

書を提出する。  
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